
プレスクール・プレクラス（初期日本語指導等）支援強化事業

在留外国⼈数はR7末で413万⼈となり過去最高。そのうち、家族滞在が約35.2万人（R６から新規入国者4.7万人増加）。
併せて、公⽴学校で日本語指導が必要な児童生徒は約8.5万人（R5から1.6万人増加）し、集住化・散在化・⺟語の多様化が進⾏
新規入国者の年度途中の転・編入により、学校における初期段階の指導体制の整備が追い付かない

事業内容

⇒ 学校における学習への円滑な接続及び学校の負担軽減のため、集中的な⽇本語初期指導環境の整備が不可⽋

現状・課題

（担当︓総合教育政策局国際教育課）

就学直前や就学初期段階において、⼊学後の学校⽣活への円滑な適応や、初期の⽇本語指導等を集中的に⾏うため、外部機関等と連携し、デジタル技術や教材等の
効果的な活用を含む初期日本語指導等に取り組む自治体の運営を支援。また、国において、自治体の実施手法・成果等の分析やオンライン等を活用した広域展開等の
効果的な実施手法の開発等をするとともに、プレスクール・プレクラス（初期日本語指導等）（以下、プレクラス等という）の設置に必要な運用マニュアルや標準教材等
を開発・整備し普及することで、全国の自治体において一定基準を満たした初期⽇本語指導等が実現できるよう、質保証を図る。

更なる全国展開へ
・初期支援の充実を図る自治体の導⼊を支援
・プレクラス等の質的保障の実現

初期支援体制の整備・実施

・初期支援体制の構築を支援し、集中的に
⽇本語や⽣活について学ぶ環境を整備促進。
・プレクラス等運用マニュアルや教材等を開発

学校における学習への円滑な接続・成果まとめ
・学校における教科の学び、⽇本語指導へ接続させるとと
もに、実施手法や成果を全国に共有
・プレクラス等運用マニュアルや標準教材等を整備・普及

件数・単価
交付先

【補助事業（定額補助）】
○都道府県・市町村
約40自治体を対象
大規模集住地域 14自治体×170百万円
その他集住地域 27自治体×103.5百万円
【委託事業】
○⺠間（事業総括・調査分析・教材等開発 等）
１団体×306百万円

【事業の流れ】

●日本語指導︓サバイバル⽇本語、⽇本語基礎
●⽣活適応指導︓持ち物・朝の会・休み時間・給食・防災・安全に係る指導
●保護者ガイダンス 等

取組内容取組内容

●運用マニュアル、教材開発、事例の分析、効果的な実施手法の開発、
指導者研修教材の開発、全国フォーラム等の実施による自治体への普及

令和9年度概算要求・要望額 5,498百万円（新規）

１．プレクラス等設置促進
全国の自治体におけるプレクラス等の
設置促進（5,178百万円）

全国の自治体において、就学前の⽇本語指導が必要な児童⽣
徒を対象とした、教育課程外の取組みとしてプレクラス等を設置し、
集中的に⽇本語や学校⽣活を学ぶプログラムを実施する。

２．プレクラス等の普及促進及び効果的な実施手法開発
等（320百万円）
国主導による運用マニュアルや標準教材等の開発・普及

自治体の取組状況を分析し、プレクラス等に必要な
標準教材等を開発、全国に展開取組内容取組内容

＜取組例＞

自治体への支援（約40自治体)

・１クラス当たりの指導⼈数︓５⼈
・指導期間︓８週間
・１クラス当たりの指導員等
⽇本語指導員︓２名※
⺟語支援員 ︓２名※

※オンラインの場合１名

標準プレクラス等の展開

対面型・
オンライン型

その他
・プレクラス等の取組を実施する自治体に対する支援
・施設⻑や外国⼈児童等教育相談員の派遣
・⽇本語指導員（拠点におけるオンライン指導）の派遣
・スクールバスの運⾏ 等

別添３


